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１ 電力需要想定の考え方 １

○ 想定期間に使用される「電力量 (kWh)」(年度・月別)と そのうち最も多く使用される

電力需要想定の対象

○ 想定期間に使用される「電力量 (kWh)」(年度 月別)と、そのうち最も多く使用される
時間(1時間平均)の電力需要「最大電力 (kW)」を想定。

○ 「電力量 (kWh）」、「最大電力 (kW)」ともに、平成25～27年度の３か年分を想定。

電力需要想定の概要

○ 家庭用を中心とした「電灯」、オフィスビル・商業施設などの「業務用」、工場を中心と
した「産業用」などの用途別に、実績の傾向や、関連の深い経済指標の見通しを反映し、
「電力量 （kWh）」を想定。電力量 （kWh）」を想定。

○ 上記で想定した全体の電力量をもとに、一定期間における「電気の使われ方」を考慮し、
「最大電力 （kW）」を想定。



２ 電力量（kWh）の想定について （１）想定の流れ ２

① 電灯や業務用などの用途別に、実績傾向や関連の深い経済指標の見通しを

考慮して、節電がない場合の電力量を想定。

② 平成23～24年度の節電実績等を基に、定着した節電量を想定。

③ ①節電がない場合の電力量 から②節電量を控除して、販売電力量を算定。

① 用途別に節電がない場合の
電力量を想定

③ 販売電力量

低圧需要
電灯(家庭用・街路灯等)

（規制部門）

②
節電量

低圧電力(小規模事務所・店舗等の冷暖房等)

他

特定規模需要

節電量
を控除

その他電力(深夜電力等)

業務用電力(ｵﾌｨｽﾋﾞﾙ・商業施設等)

（自由化部門:高圧・特高）
産業用電力(工場・ｲﾝﾌﾗ施設等)



２ 電力量（kWh）の想定について （２）主な経済指標 ３

○ 用途別の電力量（kWh）想定にあたり、「電灯」の口数は九州の人口と、「産業用」の

電力量は鉱工業生産指数（ＩＩＰ）との相関により算定。

(万人、兆円、H17=100)

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

▲ 0.2% ▲ 0.2% ▲ 0.2% ▲ 0.2% ▲ 0.2%

1,317 1,314 1,311 1,308 1,305
人口（九州） （万人）

▲ 1.0% 2.3% 3.8% 1.3% 1.3%

93.2 95.3 98.9 100.2 101.5

鉱工業生産指数
(IIP)

（H17暦年
＝100）

0.0% 2.2% 1.7% 1.1% 1.1%

512 523 532 538 543

（注）上段は対前年伸び率 ※計画策定時点におけるシンクタンク等の見通しを採用

(参考)
実質ＧＤＰ

（兆円）

※計画策定時点 おけるシンクタンク等 見通 を採用



２ 電力量（kWh）の想定について （３）節電量(kW・kWh)の算定 ４

○ 節電がなかった平成22年度の電力使用量（kW・kWh）と平成23年度以降の使用実績との差
から 気温や需要数（口数や契約電力）増減等の影響を控除し算定

算定方法の概要

から、気温や需要数（口数や契約電力）増減等の影響を控除し算定。

想定需要への節電影響の織込み

○ 最大電力
平成24年度節電影響189万kWのうち、約８割の141万kWが定着分として平成25年度以降
も継続するものと想定 （定着節電については需給検証委員会にて妥当と判断されたもの）

想定需要 節電影響 織込

も継続するものと想定。 （定着節電については需給検証委員会にて妥当と判断されたもの）

○ 電力量
平成24年度節電影響26億kWhのうち 約８割の22億kWhが定着分として平成25年度以降平成24年度節電影響26億kWhのうち、約８割の22億kWhが定着分として平成25年度以降
も継続するものと想定。

【節電影響の推移】 （万kW、億kWh）【節電影響の推移】 （万kW、億kWh）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 備考

最大電力 123 189 141 141 141
節電に関するアンケート
結果等を踏まえ、平成24年度

電力量 20 26 22 22 23

結果等を踏まえ、平成 年度
節電影響のうち約８割程度が
定着節電と算定



従量電灯

２ 電力量（kWh）の想定について （４－１）想定の内容－電灯 ５

従量電灯

【従量電灯Ａ・Ｂの場合】（従量電灯Aは規模が小さいことから従量電灯Bと合わせて想定）

（ ）内の数字は25-27年度平均

■ 過去の人口の実績傾向から、主に家庭用の契約である従量電灯Ａ・Ｂ、時間帯別電灯の合計口数を想定。

合計 数から時間帯別電灯 数を差引 従量電灯 数を算定 原単位（お客さま あたり

ｂ 人口/口数ａ 人口 口数

■ 合計口数から時間帯別電灯の口数を差引いて従量電灯Ａ・Ｂの口数を算定し、原単位（お客さま1口あたり

の電力量）を乗じたものから、節電量を控除し想定。

※ 時間帯別電灯(14百万口)控除後

実績傾向 実績傾向

ｂ.人口/口数
（2人/口）

÷ａ．人口
(13百万人)

電力量
(165億kWh)

原単位

口数
(64百万口)

（170億kWh）

×12ヶ月
※ 時間帯別電灯(14百万口)控除後

※ 人口実績：「国勢調査」及び
「国勢調査結果による補間補正値」(総務省)

■時間帯別電灯 従量電灯Cは 契約電力と電力量との関連が深いことから 実績傾向から契約電力 原単位

原単位
(266kWh/口)

実績傾向

節電量を控除
（５億kWh）

■時間帯別電灯・従量電灯Cは、契約電力と電力量との関連が深いことから、実績傾向から契約電力・原単位
（契約電力あたりの電力量）をそれぞれ想定し各々を乗じたものから、節電量を控除し電力量を想定。

その他電灯

（億kWh）

年度 年度 年度

定額電灯（共用灯等）、公衆街路灯、臨時電灯（建設工事用等）については、契約種別毎に実績傾向から電力量を想定。

節電影響は継続するも 契約 数や

その他電灯

【想定結果の概要】

25年度 26年度 27年度 25-27年度平均

0.3% 0.7% 0.9% 0.7%

297 299 302 299
（注）上段は対前年伸び率

電　灯　計

節電影響は継続するものの、契約口数や
エコキュートの増加などから電力量は増加
すると想定。



２ 電力量（kWh）の想定について （４－２）想定の内容－電力 ６

低圧電力

契約電力

（ ）内の数字は25-27年度平均

低圧電力は、実績傾向から想定した

契約電力と原単位を乗じたものから、

節電量を控除し電力量を想定。
電力量

（43億kWh）

実績傾向

（0.6億kW）

（44億kWh）

実績傾向

原単位
（74kWh/kW）

節電量を控除
（１億kWh）

その他電力

深夜電力（電気温水器等）、臨時電力（建設工事用等）、農事用電力（かんがい用）、建設工事用電力
（自社設備建設用） 事業用電力（自社事業所用）については 契約種別毎に実績傾向から電力量を

【想定結果の概要】

（自社設備建設用）、事業用電力（自社事業所用）については、契約種別毎に実績傾向から電力量を
想定。

【想定結果の概要】

低圧電力における節電影響が継続すること

に加え、商店や飲食店が減少することなど

（億kWh）

25年度 26年度 27年度 25-27年度平均

▲ 1.4% ▲ 1.5% ▲ 1.2% ▲ 1.4%
電 力 計

、商店 飲食店 減少する な

から、電力量は減少すると想定。 52 51 50 51
（注）上段は対前年伸び率

電　力　計



特定規模需要（自由化部門）

２ 電力量（kWh）の想定について （４－３）想定の内容－業務用・産業用 ７

特定規模需要（自由化部門）

業務用電力は、実績傾向により求めた
電力量から、離脱電力量・節電量を控除し想定。

業務用電力

当社域内
【想定結果の概要】

節電影響は継続するものの、商業施設・病院
の新増設などから、電力量は増加すると想定。実績傾向

電力量
（196億kWh）

新電力 離脱電力量※

当社域内
電力量

（207億kWh）

（億kWh）新電力への離脱電力量※(4億

kWh)･節電量(7億kWh)を控除
（11億kWh）

（ ）内の数字は25-27年度平均

（億kWh）

25年度 26年度 27年度 25-27年度平均

0.8% 0.4% 0.6% 0.6%

195 196 198 196
（注）上段は対前年伸び率

業　務　用

産業用電力
産業用電力は、製造業の生産活動を反映する
ことから、鉱工業生産指数（IIP）との相関が

られ れを 求めた電力量から 離脱

（注）上段は対前年伸び率

鉱工業生産指数

みられ、これを用いて求めた電力量から、離脱
電力量・節電量を控除し想定。

【想定結果の概要】
節電影響は継続するものの、緩やかに景気が

電力量
（307億kWh）

当社域内
電力量

（311億kWh）

鉱工業生産指数
(IIP)相関

節電影響は継続するものの、緩やかに景気が
持ち直すことなどから、電力量は増加すると想定。

新電力への離脱電力量※(1億

kWh)･節電量(3億kWh)を控除
（4億kWh）

（億kWh）

25年度 26年度 27年度 25-27年度平均

0.7% 0.5% 0.8% 0.7%
産 業 用

（ ）内の数字は25-27年度平均

（4億kWh）

※ 至近の動向を踏まえ、至近実績と同水準で推移するものと想定

304 306 308 307
（注）上段は対前年伸び率

産　業　用



３ 最大電力（kW）の想定方法について ８

○ 最大電力の想定は 経済見通しや実績傾向などから想定した月間の電力量をもとに 一定期間に○ 最大電力の想定は、経済見通しや実績傾向などから想定した月間の電力量をもとに、一定期間に
おける「電気の使われ方」を考慮して求める。

○ 具体的には、月間電力量から、最大電力が発生する日の日電力量を想定し、さらに１日の「電気の
使われ方（日負荷率）」や「節電影響」を加味して想定。

最大電力の想定フロー

使われ方（日負荷率）」や 節電影響」を加味して想定。
 年間最大電力は夏期（主に８月）に発生するものと想定しており、８月の月間電力量から最大電力を想定。

月間電力量

料金算定で使用するのは、最大電力の月間における上位３日平均・送電端
【「送電端最大３日平均電力」と呼ばれる】（p9参照）

(p 9参照)月間電力量

月間送電端電力量

・変電所内で使用される電力量、送配電ロス分を考慮

(p.9参照)

(p.10参照)

日電力量（最大電力上位３日発生日の平均）

・月間の電力量に占める最大電力発生日（上位3日）の
日電力量の比率（最大3日日量比率）を考慮

(p.10参照)

・日負荷率（1日の電気の使われ方）を考慮

・節電影響の控除 (節電影響についてはp.4参照)

最大電力（送電端最大３日平均電力）



（参考）最大３日平均電力、送電端の説明

■最大３日平均電力（Ｈ３）

９

■最大３日平均電力（Ｈ３）

月間における毎日の時間最大電力（１時間平均）から上位３点の平均。

最大電力は、当日の気象影響などにより大きく変動するため、その影響度合いが少なく

なる上位３日平均で評価する。

■送電端

送電端電力【下図③】とは、発電所で発電された電力（発電端電力【①】）から、発電所の中
で使用される電力（発電所 所内電力【②】）を除いたもの。

なお、送電端電力【③】から、送・配電の過程で損失する電力（送配電ロス【④】）、変電所のなお、送電端電力【③】 ら、送 配電 過程 損失する電力（送配電 【④】）、変電所
中で使用される電力（変電所 所内電力【⑤】）を除いたものが、お客さまへの販売電力【⑥】
となる。

①発電端電力
③送電端電力

⑤変電所 所内電力 ⑥販売電力

・発電所で発電される電力

・①－②

・変電所の中で使用される電力 ・③－④－⑤

②発電所 所内電力
変電所

発電所

②発電所 所内電力
・発電所の中で使用される電力

※ は、電気の流れ ・送配電の過程で損失する電力 お客さま

④送配電ロス



（参考）最大３日日量比率、日負荷率の説明

最大３日日量比率 日負荷率

10

○ 月間の平均日量と最大３日電力発生日における平
均日量の割合を百分率で表したもの。

○ １日における平均電力（１日の電力量÷24時間）と
その日の最大電力の関係を百分率で表したもの。

最大３日日量比率 日負荷率

日電力量の推移

○ 気象条件や平日・休日などの曜日の違い等により
変動する。

１日の電気の使われ方

○ １日における平均電力と最大電力差が縮小すると、
日負荷率は上昇する。

3

(億kWh)

最大３日平均日量 最大３日日量比率

3

(億kWh)

最大３日平均日量 最大３日日量比率

最大電力

時

最大電力

時
3

月平均日量

3

月平均日量

電
　
力

平均電力（24時間の平均）
電
　
力

平均電力（24時間の平均）

22
需
　
要

日負荷率(%)
ｘ

y x

需
　
要

日負荷率(%)
ｘ

y x
1

最大３日日量比率(%)
＝最大３日平均日量÷月平均日量

1

最大３日日量比率(%)
＝最大３日平均日量÷月平均日量

──＝日負荷率(%)ｙ

日電力量
＝太枠内の面積

──＝日負荷率(%)ｙ

日電力量
＝太枠内の面積

0

1 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29 31 (日)

0

1 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29 31 (日)
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

時　　間

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24

時　　間



４ 想定結果－全用途合計、最大電力

○ 販売電力量 最大電力は 電灯や産業用需要の緩やかな増加が見込まれるものの 節電 の

11

(億kWh)

○ 販売電力量・最大電力は、電灯や産業用需要の緩やかな増加が見込まれるものの、節電への
ご協力を今後も一定程度継続いただけるものとして、以下のとおり想定。

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度
25-27年度

平均

従量電灯ＡＢ 182 191 178 171 167 164 162 165

従量電灯Ｃ 33 34 32 31 31 31 30 30従量電灯Ｃ 33 34 32 31 31 31 30 30

時間帯別電灯 68 79 82 86 92 97 103 97

その他電灯 9 8 8 8 7 7 7 7

292 312 300 296 297 299 302 299電灯計 292 312 300 296 297 299 302 299

低圧電力 47 49 47 44 44 43 43 43

その他電力 8 8 8 8 8 8 7 8

電力計 55 57 55 52 52 51 50 51

電灯計

347 369 355 348 349 350 352 350

200 203 196 194 195 196 198 196

特定規模需要以外の需要
（低圧需要）

業務用

287 303 303 302 304 306 308 307

487 506 499 496 499 502 506 503

834 875 854 844 848 852 858 853

特定規模需要

販売電力量計

産業用

※ 販売電力量は23年度まで、夏期最大電力は24年度まで実績

(万kW)

1,601 1,676 1,495 1,481 1,546 1,554 1,561 1,554
夏期最大電力

（送電端最大３日平均）


